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一
　
はじめに
「教育訓練」とは、差別禁止法
（男女雇用機会均等法六条）
との関係であるが、事業主が、その雇用する労働者に対し
て、その労働者の業務の遂行の過程外
（オフ・ザ・ジョブ・トレーニング、ＯＦＦＪＴ）
および当該業務の遂行の過程内
（オン・ザ・ジョブ・トレーニング、ＯＪＴ）
において、現在および将来の業務の遂行に必要な能力を付与するために行
うものと定義されている
（同法（以下、均等法）に基づく「性差別指針」
）（
（
）。
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企業における研修・教育訓練は、労働安全衛生法や労働契約法
（以下、労契法）
五条に基づく安全配慮義務を履行す
るためにも、安全衛生教育を欠くことができないし、また労働者の能力を増進させ、その生産性を高めるために、企業にとって必要であるほか、何よりも労働者にとっても自己の職業的能力を開発するためにも不可欠なものである。
本稿は、以上のように重要な意義を有しているにもかかわらず、従来まで一部の論
稿
）（
（
を除いて、法的に分析される
ことが少なかっ 企業におけ 研修・教育訓練の法律問題を検討するものである。
二
　
研修・教育訓練をめぐる法令
企業がどのような研修・教育訓練を行うかは、基本的に企業の自由の範囲に属するものであるから、これ自体を規
制する一般的な法令は存在しない
（労働条件明示との関係で、職業訓練に関する事項があげられている─労基法一五条同法施
行規則五条八号）
が、教育訓練に関連するいくつかの法令が存在する。これには、労働者の業務遂行能力を高めるため
という本来の目的に基づくもの、安全衛生の目的を達成するために行われるもののほか、教育訓練差別を禁止することを目的とするもの等 分類することが可能である。
第一の類型である能力増進型の教育訓練について、労働者全体を対象とするもののほか、教育訓練が特に必要とさ
れる特定の労働者に関するものとがある。前者 、職業能力開発促進法に定 られた総則的な規定であり、職業能力の開発および向上の促進は、職業生活の全期間を通じて、段階的かつ体系的 行われること 基本理念とする
（三条）
と定め、これを受けて、事業主は、そ 雇用す 労働 多様な職業訓練を受け こと等により、職業能力の開発お
九一三
研修・教育訓練をめぐる法理（山田）
よび向上を図ることができるように、その機会の確保について配慮するもの
（八条）
とされ、また、職業訓練を行う
場合には、ＯＪＴおよびＯＦＦＪＴにおいて、自らまたは共同し 行うほか、公共職業能力開発施設その他職業能力の開発お について適切と認められる他の者の設置する施設により行われる職業訓練を受けさせることによって行うことができる
（九条）
と定めるものである。さらに、事業主には、多様な職業能力開発の機会の確保
（八条ない
し一〇条の五）
、計画的な職業能力の開発
（一一条）
、熟練技能等の習得の促進
（一二条の二）
、認定職業訓練の実施
（一三
条）
、認定実習併用職業訓練の実施
（一四条）
が求められている。以上のように、同法の趣旨として、①職業生活の全
体、すなわち終身をとおして行われる必要があること、②職種等に応じて多様に行われるべきこと ③研修・教育が事業主による機会確保が図られることの三点が重要である。
第二の類型が、職業的能力の開発がとくに求められる育児休業・介護休業取得中の者、青少年、外国人あるいは派
遣労働者等の特定の労働者に対する教育訓練に関する規定である。
まず、休業復帰後の能力開発が求められる育児・介護休業期間中の労働者に対し、事業主は、職業能力の開発およ
び向上等に関して、必要な措置を講じる努力義務を課されている
（育児介護休業法二二条）
。また、事業主は、実践的
な職業能力の開発および向上を図 ため 、必要な措置を講ずることに り、その雇用機会の確保を図る努力義務が課されており
（雇用対策法七条）
、その具体的内容は「青少年指針」に定められてい
る
）（
（
。さらに、外国人労働者が在留
資格の範囲内でその能力を有効に発揮しつつ就労す ことが可能とな よう、教育訓練の実施その他必要な措置を講ずるように努めること、苦情・相談体制の整備、母国語で 導入研修の実施等働きやすい職場環境の整備に努めることが求められている
（雇用対策法七条に基づく「外国人労働者指針
」）（
（
第四
　
五
　
三）
。さらに、派遣労働者に対して、派遣
九一四
先事業主も、派遣元事業主が行う教育訓練・能力開発について、可能な限り協力するほか、必要に応じた教育訓練に係る便宜を図る努力義務を課されている
（ 「派遣先事業主指針」
）（
（
第二
　
九（二） ）
。
第二の類型である労働安全衛生教育に関して、労働安全衛生法は、事業者に対し、労働者を雇い入れたときもしく
は作業内容を変更したときは、その従事する業務に関する安全または衛生のための教育を行うことを義務付けている（五九条一項、二項）
ほか、危険有害業務従事者に対する安全衛生教育実施義務
（同法五九条三項）
、政令で定める業種で
新たに職務に就くことになっ 職長その他 作業中の労働者を直接指導 監督する者に対し、所定の安全または衛生教育を実施すること 義務付け
（同法六〇条）
、さらに、危険または有害業務従事者に対する安全または衛生教育
の努力義務
（同法六〇の二）
等を定めている。このほか、雇用対策法に基づく前掲「外国人労働者指針」も、語学力不
足からの事故発生が懸念される外国人労働者に対する安全衛生の確保として、安全衛生教育の実施、労働災害防止のための日本語教育の実施等を事 主に求めている
（第四
　
三）
。
第三の類型が、教育訓練に関する差別を禁止するものであり、労働基準法三条は、国籍・信条・社会的身分を理由
とする労働条件差別を禁止しているところ、この対象には教育訓練も含まれるもの 考えられる。また、性差別に関しても、均等法は、事業主に対 、労働者の性別を理由として、教育訓練につき差別的取扱いをしてはならないと定めている
（六条一号）
。具体的には、ポジティブ・アクション
（八条）
の場合を除いて、教育訓練に当たって、その対
象から男女のいずれかを排除すること、その条件や内容を男女で異 るものと ことを禁止している
（前掲「性差
別指針」第二
　
六）
。さらに、短時間労働者法は、事業主に対し、職務内容同一短時間労働者
（業務の内容および責任が通
常の労働者と同一である短時間労働者）
に対し、通常の労働者と同一の教育訓練を実施する義務を課している
（一一条一
研修・教育訓練をめぐる法理（山田）
九一五
項）
ほか、通常の労働者
（いわゆる正社員）
との均衡を考慮しつつ、その雇用する短時間労働者の職務の内容、職務の
成果、意欲、能力および経験等に応じ、当該短時間労働者に対し、教育訓練を実施する努力義務を課している
（同条
二項）
。
さらに、労働者派遣法によれば、派遣先の業務と同種の業務に従事する派遣先に雇用される労働者との均衡を考慮
しつつ、当該派遣労働者について、教育訓練の実施その他当該派遣労働者の円滑な派遣就業の確保のために必要な措置を講じる配慮義務を派遣元事業主に課している
（三〇条の二第二項、 「派遣元事業主指針」
）（
（
第二
　
四
　
八（二）ハ）
。
このほか、短時間労働者法八条、九条、労契法二〇条あるいは 法三条二項のような均等待遇規定に関する一般条
項も、これに該当しよう。
三
　
採用内定者の研修参加義務
採用内定期間中の学生・生徒等は、入社前研修に参加する義務を負うか否かが問題となる。これは、研修参加拒否
もしくは不参加を理由とする採用内定取消が許容されるかというかたちで問題とされるのが通例である。研修参加義務を肯定する見解
）（
（
もあるが、近年では、裁判例も含め、参加義務を否定する見解が多数となっている。
採用内定の法的性質については、これにより労働契約が成立すると解する点で異論はない 、これを就労始期付と
みるもの
（大日本印刷事件最二小判昭五四・七・二〇労判三二三号一九頁）
と、効力始期付とみるもの
（電電公社近畿電通局
事件最二小判昭五五・五・三〇労判三四二号一六頁）
とが対立している。前者は、採用内定期間中も労働契約関係が存続
九一六
しているが、労務提供と賃金との交換関係が入社以後に開始されるとみる見解であるのに対し、後者は、採用内定期間中は労働契約関係が停止しており、その効力 後に開始されると理解するものである。
以上のように、採用内定期間中には労働契約関係が中断しているものと解する効力始期付労働契約のほうが、研修
参加義務が否定されやすいように考えられる。現に、この問題に関するリーディングケースである宣伝会議事件
（東
京地判平一七・一・二八労判八九〇号五頁）
では、採用内定の法的性格を効力始期付労働契約と解し、 「効力始期付の内
定では、使用者が、内 者に対して、本来は入社後に業務として行われるべき入社日前の研修等を業務命令として命ずる根拠 ないというべきであり、効力始期付の内定に ける入社日前 研修等は、飽くまで使用者からの要請に対する内 者の任意の同意に基づいて実施されるも といわざるを得ない」と判示されている。同判決は、続けて、「使用者は内定者の生活の本拠が、学生生活等労働関係以外の場所に存している以上、これを尊重し、本来入社以降に行われるべき研修等によって学業等を阻害してはならないというべきであり 入社日前の研修等について同意しなかった内定者に対して、内定取消はもちろん、不利益な取扱いをすることは許されず、また、一旦参加 同意した内定者が、学業への支障などといった合理的な理由に基づき、入社日前 研修等への参加を取りやめる旨申し出たときは、これを免除すべき信義則上の義務を負っていると解すべ である」と判断してい 。
本件は、内定者が大学院博士課程に在学しており、博士論文を完成させることが採用条件のひとつとなっていたと
ころ、研修を免除されていたにもかかわらず、後になって研修参加を求めら てこれに参加したが、やは 両立が困難として研修に参加しなかったという特殊な事案であるが、同判決の結論は支持されるものであろう
では、採用内定契約を就労始期付と解した場合はどうであろうか。こ 説 前提としても、固有の意味での内定者
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の研修参加義務はあり得ず、あくまで学生の個別同意に根拠が求められるところ、実施の時期、場所、内容等が具体的に定められている場合には、内定時の事前合意でかまわないことになろ
う
）（
（
。もっとも、採用内定期間中の研修とい
う性格 基づきその期間、内容等については、入社後研修に比して大きく制約される とになろう。また、集合研修教育の場合 は、受講者は労務提供をして る あるから、その間に支給される金員等は賃金であり、少なくとも最低賃金法
（以下、最賃法）
の適用を受けること、在宅教育の場合にも、それが労務提供に該当すると判断されれば、
賃金に関する最賃法等 規定や、労働時間 関する労基法の規定 ほ 、労災保険の適用の可否についても同様に解されよう
）（
（
。
ともかく、採用内定の法的性格を効力始期付と解した前掲宣伝会議事件東京地裁判決が、就労始期付であっても研
修義務がないこと 変わりないと判示しているように、研修参加義務を含む研修中の法律関係と採用内定の法的性格とを結びつける必然性は存しないであろう。
四
　
研修・教育訓練の法的根拠とその限界
（一）
　
研修・教育訓練の法的根拠
では、使用者が労働者に対し、研修・教育訓練を行うことのできる法的根拠、あるいは労働者がこれに応じる義務
の法的根拠は、どこに求めることができ だろうか。
まず、新型車両の導入に伴う訓練計画の事案において、右訓練計画を策定するにあたっては、現に行っている業務
九一八
への支障の有無や、訓練受講者の数、代替要員の確保、円滑な訓練の実施のための方策等の諸般の事情を総合考慮した上で、どのような日程で訓練を行うのか、いかなる時間帯に訓練を実施するか、ど ような内容の訓練をどのような順序、方法で行うか どの事柄については 経営判断に基づく裁量権があるとする裁判例
（ＪＲ東海（大阪第三車両
所）事件、大阪地判平一〇・三・二五労判七四二号六一頁）
がある。この経営判断という用語の意味は明らかではないが、
その法的根拠を広く経営権から根拠づけるものであれば 支持できないであろう。
安全・衛生教育に関する研修等については、労働安全衛生法の各規定や、法令もしくは労働契約に基づく安全配慮
義務に求めることができるほか、労働者に対する研修・教育訓練を定める就業規則やその細則規定にその根拠を求めることもできよう。たとえば、ＪＲ東日本
（本庄保線区）
事件控訴審判決
（仙台高秋田支判平四・一二・二五労判六九〇号
一三頁）
では、 「社員は、会社の行なう教育訓練を受けなければならない」と定める就業規則に基づき、職場内教育訓
練を含めて会社が社員に命じ得る教育訓練の時期、内容および方法を決定し得るとしている。もっとも、現在では就業規則 根拠として労働者 研修・教育訓練を受講する義務を課すために当該就業規則が周知され、かつ合理的なものでなければならず
（労契法七条）
この点で、合理的な範囲に限定されることになる。しかし、使用者の研修等命令
権の根拠はあくまで労働契約上の指揮 令権の一環として求め べきものであろう
）（（
（
。
（二）
　
研修・教育訓練命令の限界
研修・教育訓練の根拠が労働契約に求められる以上、当然その限界は存する。たとえば、労務提供とは無関係な、
単なる一般教養のため 教育や、宗教ないし政治教育、文化教育あるいは趣味のための教育などは、業務命令として
九一九
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強制的に実施することは許されな
い
）（（
（
。とりわけ、一般教育であっても、政治教育を主目的とする従業員特別講習会の
受講義務はないであろう
（三井美唄除名事件、札幌地岩見沢支判昭二八・一・三一労民集四巻二号七一頁
））（（
（
し、神道修養団に
おける宗教目 の研修の場合にも同様であり、信教の自由は、何人に対しても憲法で保障されているから、たとえその宗教行事が会社にお て従業員の講習課目として行われるものであっても従業員は、自己の宗教と異なる宗教行事への参加を拒否することができよう
（三重宇部生コン事件、名古屋地判昭三八・四・二六労民集一四巻二号六六八頁）
。この
点で、たしかに政治・宗教目的はないとして 、そ が思想 条に関わるものである以上、業務命令により自衛隊への体験入隊訓練を受講させ る するイースタン観光事件
（横浜地決昭四八・一〇・一五労判一八六号三一頁）
の論旨は支持し難いものであろう
）（（
（
。
また一般教育については、青少年の規律正しい共同生活を体験させ、心身ともに健全な人材を養成することを目的
とする研修が実施された国鉄動労静岡地本事件
（静岡地判昭四八・六・二九労民集二四巻三号三七四頁）
がある。同判決
は、研修参加命令権の根拠を労働契約に求め、人格陶冶のための教育訓練は許されないとしながら、本件研修命令の効力を肯定している 同時に開催された安全講座・安全座談会といった安全衛生教育も加味して判断されたものであろう。
この他の裁判例でも、前掲ＪＲ東日本
（本庄保線区）
事件控訴審判決は、就業規則およびその内規等により研修等
を実際に実施することを委任された従業員は、その裁量的判断に基づき研修等を行 ことができるが その裁量は無制約なものではなく、教育訓練の時期、内容、方法において労働契約の内容 よび教育訓練の目的に照らして不合理であってはならないし、また、その実施に当たっても従業員 人格権を不当に侵害し はならないとして、その限界
九二〇
を提示している。同判決は、上記のような不合理ないし不当な教育訓練は、会社ないし実施者の裁量の範囲を逸脱または濫用し、労働者の人格権を侵害するものとして、不法行為として評価され、使用者による裁量の逸脱・濫用は、当該教育訓練に至った経緯、目的、態様等、諸般の事情が考慮されるべきとする。ここで注目されるべきは、労働契約の内容、すなわち合意内容や職務内容から教育訓練 限界を設定 ようという部分であろう。
ところで、研修には、新入社員、管理職、特定技術者に対する集合訓練と、指導が必要とされる個別的研修とを区
別されるべきである。前者についてはあまり問題がないと考えられる一方で、前掲ＪＲ東日本
（本庄保線区）
事件や
後述する日勤教育のような後 の教育訓練については懲罰的性格を有する可能性も否定で ないことから、多くの場合問題とな のが、後者の個別研修である。
㈠
　
具体的検討
⑴
　
集合研修
新入社員研修、管理職研修もしくは特定の技能修得研修のように、統一的・一律的に対象者が決められている集合
研修については、特定の組合員をことさらに対象とするなど、不当労働行為等の法令違反 場合を除き、さほど問題とはならないであろう。従来、集合研修において問題 なったのは 時間外研修を受講する義務があるか、ある は研修期間中の年休取得が可能であるかという点である。
あ
　
時間外研修
まず、前者については、特段の事由がないかぎり、就業時間内に研修が実施されることが原則であろう。この点が
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争点となったのが、新型車両の導入に伴う教育訓練が就業時間外に行われたのに対し、組合が時間外労働としての教育訓練には応じないとの方針を打ち出したことから、多数の訓練未修了者が生じたため、当初の訓練計画が変更され、再度受講
（再訓練）
を求めて時間外労働が命じられた前掲ＪＲ東海
（大阪第三車両所）
事件大阪地裁判決である。
同判決は、本件における再訓練の内容、日程、実施時期等については、台車検査の開始時期が迫っていたこと、対
象者全員に受講させる必要があったこと、本来 業務への影響を最小限に抑えなければならなかったことのほか、再訓練の必要性や再訓練が比較的短期間に設定されていたこと、予備日が設定される ど割り当てられた訓練日に支障がある場合に柔軟な取扱い 可能であったこと、マイクロバスの増発等の便宜的措置が持ら たこと、本件 が初計画された訓練を受講しなかった従業員を再訓練するという性格 ものであったことなどの事情に照 せば、再訓練計画は相応の合理性があったと判断している。もっ も 同判決が一般的に時間外研修の相当性を是認したと解するのは早計であり、運輸業務における特殊性および時 外研修に対する担当 配慮がなされていたことに留意されるべきであろうが、技能・実技訓練と机上 とを単純に同視できるかは疑問であろう。
い
　
研修期間中の年休取得
研修・教育訓練期間中であっても、労働者の年次有給休暇
（以下、年休）
の取得が許されない訳ではなく、それが
事業の正常な運営を妨げない限り、 年休取得は許容されるのは当然で る
（労基法三九条五項）
。この問題に関するリー
ディングケースが、前掲国鉄動労静岡地本事件であり、研修反対という要求貫徹のため研修に参加 ない年休闘争をもって、いわゆる一斉休暇闘争に該当するものではない 事業の正常な運営を妨げる 結論付けている。しかし、具体的にどのような事業の正常な運営が阻害されたかの検討を欠いており、妥当 ものとは言えないであろう。
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次に、研修期間中における年休取得の可否が本格的に議論されたのが、日本電信電話年休事件であり、約一か月間
にわたるデジタル交換機に関する技能者養成・訓練のための研修期間中、組合結成大会に出席するため、前日に年休の時季指定をしたところ、センター所長は、研修期間中であるとして時季変更権を行使したが、労働者が欠務したため、無断欠勤に該当するとして、けん責・減給処分がなされたという事案である。
まず、一審判決
（東京地八王子支判平六・八・三一労判六五八号四三頁）
では、本件時季変更権行使自体は適法である
が、右各懲戒処分が懲戒権濫用に該当すると判断されている 、控訴審判決
（東京高判平八・一・三一労判七八一号二二
頁）
は、本件教育訓練の必要性を認めながら、本件時季変更権行使を違法としたのに対し、上告審判決
（最二小判平
一二・三・三一労判七八一号一八頁）
は、これを再び適法と判断している。
右最高裁判決は、本件訓練が、会社の事業執行に必要なデジタル交換機 保守技術者の養成と能力向上を図るため、
各職場の代表を参加させて、一か月に満たない比較的短期間に集中的に高度な知識、技能を修得させ、これを所属の職場に持ち帰らせることによって、各職場全体の業務の改善、向上 資 ことを目的として行われたもの りこのような期間・目的の訓練 おい は、特段の事情がない限り 訓練参加者が訓練 一部でも欠席することは、予定された知識、技能 修得に不足を生じさせ 訓練 目的を十全に達成することができない結果を招くものであるから、このような訓練の期間中に年休が請求されたときは、使用者は、当該請求 係る年休の期間における具体的な訓練の内容が、 れを欠席しても予定された知識、技能の修得 不足 生じさせないものであ と認められ い限り、年休取得が事業 正常 運営を妨げるも と判断している。そのうえで、最高裁は 従前 講義時間が二倍に増加されていた共通線に関する講義六時限のうち最初の四時限が行われる日 ついて年休を請求した いうの あるから
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当日の講義を欠席することは、本件訓練において予定された知識、技能の修得に不足を生じさせるおそれが高いものであり、交換課の唯一の代表 して労働者が参加し いるとの事情も加味されている。
これに対し、使用者の時季変更権行使を違法と判断した同事件控訴審判決は、年休取得により非代替的な業務であ
る訓練の一部を欠席したとしても、当該訓練の目的および内容、欠席し 訓練の内容とこれを補う手段の有無、当該職員の知識及び技能の程度等によっては、他の手段によって欠席した訓練 内容を補い、当該訓練の所期の目的を達成することのできる場合もあると考えられ ところ 訓練中の年休取得の可否は、当該訓練の目的、内容、 間および日程、年休を取得しようとする当該職員の知識および技能の程度、取得 ようとする年休 時期および期間 年休取得により欠席す ことになる訓練の内容 これを補う手段の有無等 諸般の事情を総合的に比較考量して 年休取得が当該訓練の所期の目的の達成を困難にするかどうかの観点から判断すべきと 基準 設定する。そのうえで 同判決は、①請求された は一日のみであること、②共通線信号処理に関する六時限 講義のうち 四時限 講義は欠席することになるが、翌日 二時限 講義に参加していること、③右講義については教科書が存在し 復習が可能であること、 ④労働者の前記職歴および職務内容
（当人の所属する交換課は、 共通線信号処理にかかわる業務も担当していた）
に伴う知識、経験を考慮すれば その努力により右欠席した四時限の講義内容を行うことは十分に可能であったこと、⑤現 おおむね普通以上の評価をもって本件訓練を修了していることと 事実を認定したうえで、一日の年休取得が本件訓練目的の達成を困難にするとまで認められないと判断 。
ある面で、両判決における結論の差異は、事実評価の差異にかかわるものと考えられなくはないが、控訴審 決で
は代替手段の可能性を検討するなど、労働者の年休権行使と 利益調整が図られている に対し、最高裁判決 つ
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いては、時季変更権の行使にあたって、業務上の都合のみが問題とされており、労働者側の事情が配慮されていない。かつて最高裁は、使用者の年休取得を妨げてはならないという不作為義務を負う
（国鉄郡山工場事件、最二小判昭
四八・三・二労判一七一号一六頁）
のみならず、 年休が取得できるよう配慮する作為義務を負っていると判断してきた
（弘
前電報電話局事件、最二小判昭六二・七・一〇労判五〇三号六頁）
。このことは、研修期間中の年休取得にも当然妥当する
ものであり、とりわけ本件のような一か月にわたる長期研修
（本件最高裁判決は、一ヶ月に満たない期間としているが、研
修期間が一ヶ月に及ぶ場合でも年休取得が不可能となってしまう）
については、この視点から使用者の時季変更権の適法性
が検討されるべきであったものと考えられよう。
⑵
　
個別研修
右で検討してきた集合・全体研修とは異なり、何らかの事故、業務懈怠等が生じた特定の労働者のみを対象として
行われる個別研修については、その必要性が認められたとしても、懲罰的なものであっては らな から、その相当性は慎重に判断されなければならない。具体的には、研修の必要性と相当性がより検討されることと ろ 。
まず、国労組合員のみが特別安全衛生教育として、二〇日から三か月にわたり、サンドペーパーによる文鎮・メ
ダル等の研磨、電線被覆除去、自転車整備等の軽作業を命じられた国鉄鷹取工場事件
（神戸地判平元・五・二五労判
五四一号一八頁）
では、特段の理由に言及することなく不当労働行為の成立が否定されている。しかし、国労組合員の
みに対し、右のような安全衛生教育とは無関係である作業を長期間にわ り従事させたことが相当であると評価できるものではなく、不当労働 為と認定することができよう。
これに対し、氏名札の着用拒否を理由とする指導訓練において、就業規則や企画商品の謄写を長期にわたって強制
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されたと認定された国鉄清算事業団
（ＪＲ九州）
事件
（福岡地小倉支判平二・一二・一三労判五七五号一一頁）
では、上記
訓練指導拒否を理由とする減給処分および車掌に対し、教育訓練として命じられた除草作業拒否を理由とする戒告処分が無効と判断されているほか、上記の教育訓練が不法行為に該当すると判断されている。同判決において注目されるべきは、本件教育訓練の根拠に関する部 であり、 「職員は 当 現業機関等に関する職制に定める主な職務内容に明示していない業務であっ も、所属上長の指示に従ってその達成 努めるこ とし、相協力して所属する現業機関等 おける業務の円滑な運営 期 なければならない」とする就業規則を根拠として研修が命じられたが、同判決は、これを例外規定と解し、予め定められた主な職務内容という日常業務の大枠を外れて一般的に他の の職務まで従事する義務 定めたものではなく、主な職務内容につき、円滑かつ能率的に運営するうえで、必要な関連性 ある付随的な事項に限って、使用者は業務命令を発し得るとした規定と解すべきと判断してい 。これは、就業規則から広く労働者の研修参加義務を導き出すものではなく、前掲ＪＲ東日本
（本庄保線区）
事件控訴審判決が指摘するよう
に労働契約の内容から教育研修の限界を画す立場と共通するものであろう。
さらに、国労マーク入りのベルトを着用していた組合員に対し、研修として就業規則の書き写しが命じられた前掲
ＪＲ東日本
（本庄保線区）
事件では、一審判決
（秋田地判平二・一二・一四労判六九〇号二三頁）
および控訴審判決では、
ともに違法とされているが、その評価には大きな違い ある。一審判決は、就業規則の書き写し行為は、一定の苦痛を与えるものであるが、教育訓練 目的、効果、方法等に照らして、それ自体違法なものではないが、多数の職員前で原告の行為を非難した上で、他の職員のいる事 室内で一日中書き写させたこと 職員 面前で大声で怒鳴ったり、用便 制限するという研修の態様 違法としており 裁量権の範囲を逸脱して違法であるとして、慰謝料二〇万
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円および弁護士費用五万円を認容している。
これに対し、控訴審判決は、本件就業規則違反は軽微なものであるにもかかわらず、本来の業務を外してまでも、
本件教育訓練を行う必要があったかも疑わ いとしたうえで、就業規則の全文を書き写しさせる必要性を見出し難いこと、成人した社会人が自発的意思に基づくことなく、本来の業務を離れて、 一四二条もある就業規則 一字一句間違えないように書き写させることは、それ自体が肉体的精神的苦痛 伴うも であること、また、上司の態度には、心理的圧迫感・拘束感 与えるもので、健康状態への配慮も欠いていたもので不法行為に該当すると判示している。なお、右控訴審の判断は、最高裁
（最二小判平八・二・二三労判六九〇号一二頁）
により維持されている。
⑶
　
ＪＲにおける日勤教育
ＪＲにおける、いわゆる日勤教育をめぐるいくつかの裁判例が出されている。乗務員に対する日勤教育の内容は、
事故等の原因が知識不足に起因する場合、意識不足に起因する場合、規律違反によ 場合等 異なるが、おおむね、事故時の状況整理、事故時の取扱いおよび基本動作をなすべき取扱いとの違い 明確化、原因究明、それに対する指導と教育、試験やレポート提出による教育効果の確認というものであり、日勤教育の期間は 格別の基準が定められておらず、事故等の内容、原因、態様、当該乗務員 過去の事故歴、発生後の反省度合い、教育・指導に対する効果によって異なるため、現場長が判断して決め とのシステムとなっている。そして、懲戒処分ではないが、日勤教育中は乗務員手当一〇万円が支給されなくなるというも であった。
まず、日勤教育が不当な目的で行われてならないのは当然である。不当労働行為意思に基づく違法なものと評価さ
れたのが、運輸科長が運転手に添乗していたところ、白手袋の不着用、ブレーキ弁ハンドルの操作および指差点呼の
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手順等のミスに対する指導に反抗したことを理由とする六九日間の日勤教育が行われたＪＲ西日本可部鉄道部事件控訴審判決
（広島高判平一八・一〇・一一労判九三二号六三頁）
では、日勤教育じたいの必要性は肯定できるが、知悉テス
トに合格し、一旦は日勤教育の終了を告げながら、必要もないにもかかわらず、これを再開し こと、および日勤教育の初日の鉄道部長との面談において組合脱退を勧奨する発言がなされたことから 支配介入の不当労働行為が認定され、会社と可部鉄道部長に三三万余円の慰謝料が認容されてい
る
）（（
（
。本件では、比較的軽微な服務規律違反および反
抗的態度を理由 する日勤教育が六九日間にわたり行われ もので、懲戒処分がなされた場合と比較しても、均衡を欠くものであろうし、そもそも日勤教育の必要があったかも疑問であ 。
次に、
Ｘ
（に対し、ＡＴＳ作動を理由とする四五日間および編成両数の指揮確認喚呼の不実施等を理由とする二日間
の日勤教育、 「雀が進路妨害をした」との無線連絡をしたこと等を理由とする
Ｘ
（に対する二六日間の日勤教育
（顚末
書・レポートの作成、四日間の車両天井清掃、三日間 除草作業）
が行われたＪＲ西日本
（森ノ宮電車区）
事件がある。
同事件一審判決（大阪地判平一九・九・一九労判九五九号一二〇頁）においては、ＡＴＳ作動の件は、信号機を確
認せずに漫然と列車を運行させた点、指令員の指示を受けることなく、無断でＡＴＳの復帰扱いを行い、列車を後退させた点、発生した事象 直ちに報告しなかったばかりか、事実を隠して「異常なし」の報告をした点において、いずれも重大事故 繋がりかねない過ちであり 列車の運行の安全上、看過できない問題であるばかりでなく、最終の事故歴から六年経過後の事故であるとはいえ、これまで 事故歴の多さ 、ＡＴＳ作動の件自体が有す 重大性・危険性に鑑み ば、再発防止に向けた教育を う必要を認めるこ ができるとして、
Ｘ
（に対する本件日勤教育の必要性
が肯定されている。しかし 同判決は、
Ｘ
（に対する日勤教育については、事故等を起こした乗務員に対する再教育と
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して行われるもので、会社に広い裁量権が認められるものではあるとしても、教育内容として、車両の天井掃除や除草作業のように、本来日勤教育として不必要なものが含まれていたとして、会社および首席助役、区長に対する慰謝料一〇万円、弁護士費用五万円を認容 いる。これは、列車乗務員という労働契約内容から、研修範囲が限定されたものとみることができ 。
続いて、同事件控訴審判決
（大阪高判平二一・五・二八労判九八七号五頁）
では、労働者がいかなる教育訓練を行うか
は、基本的に使用者の裁量に委ねられており、当該企業の経営方針や業務内容、経営環境、受け手となる労働者の能力、 教育の原因となった事象 内容等 諸般の事情で決定するとの基準を定立する。そのうえで、 同判決は、 本件では日勤教育の必要性も認められ が 乗務員手当が支給されず、実質的な減収となることからすると その教育期間は合理的な範囲 ものでなければならず、いたず に長期間労働者を賃金上不利益でかつ不安定な地位に置くことる教育は必要かつ相当なものといわざるを得ず、使用者の裁量権の濫用とな 解すべきとしている。続いて、同判決は、日勤教育が、実日数だけでも四五日間と長期にわたるもので あらかじめ達成目標が本人に示されず、結果として長期間に及んだ本件日勤教育は、いたずらに労働者を不安定な地位に置くこ となる教育は必要かつ相当と 言えず、使用者の裁量権の範囲を逸脱して違法であるとして、
Ｘ
（に対する日勤教育を適法とした一審判決を破棄して慰
謝料三〇万円を認容したほか、
Ｘ
（についても、慰謝料四〇万円、弁護士費用一〇万円に賠償額が増額されている。従
来の判断では 日勤教育の態様が問題とされていたのに対し、本判決のように、研修の期間自体が問題とさ たのは初めてである。
このほか、ＪＲ西日本事件
（大阪支社ほか・日勤教育）
事件
（大阪地判平二三・七・二七判例集未掲載）
があ
る
）（（
（
が、その
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特徴は、何といっても、日勤教育に対する使用者の債務不履行責任を肯定したことに求められよう。すなわち、同判決は、同事件における鑑定意見
書
）（（
（
を反映させ、使用者は労働者に対し、人的・継続的関係である労働契約関係から生
じる信義則上の義務 して、安全配慮義務とは別個のものとして、労働者の自由、名誉、プライバシー等の人格的利益を尊重すべき義務を負っているところ、教育研修に関する権限を行使するに当たっても、その裁量権を逸脱して、労働者の生命、健康および人格的利益を侵害した場合には、労働契約上の付随義務違反の債務不履行責任を負うと判断している
）（（
（
。
以上のように、当社は使用者の人事権行使として適法とされてきた日勤教育については、その内容、態様、期間等
について限定的に許容されるとする裁判例が増加しつつある。
㈡
　
日勤教育と自殺
教育訓練とは、労働者 能力を高めるために行われるものであるはずであるが、自殺に至るケースも報告されてい
る。これが、予定時刻を一分遅れて発車 せたが、予定通り駅に到着したにもかかわらず、日勤教育が指定されたＪＲ西日本
（尼崎電車区）
事件であり、レポート作成や知悉度テストが課され、三日目終了後の翌日に年休を取得し自
殺したものである。一審判決
（大阪地判平一七・二・二一労判八九二号五九頁
））（（
（
は、日勤教育におけるレポート作成を苦
痛に感じ、また、知悉度テストの成績が悪かったことについて無力感を味わっていたところ、日勤教育が長期化することに悲観、絶望し 衝動的に自殺したものと推認されるから、日勤教育と自殺 の間には条件関係が存することは否定できないと て、 勤教育と自殺と 間に 定の因果関係
（事実的因果関係）
を肯定している。
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しかし、続けて同判決は、権利侵害行為と結果
（損害発生）
との間に法律上の因果関係があるというためには、行
為と損害発生との間に相当因果関係が必要であるところ、使用者が、被用者に対し、指導・教育を行ったことによ
 
り、その方法の誤り等によって被用者が精神状態を悪化させて自殺に至るということはきわめて特異なことであり、通常生ずべきでないというべきところ、Ａに対する日勤教育を命ずるに至った経緯、日勤教育の内容・方法、一日当たりの日勤教育 時間および日勤教育が行われた期間等を考慮すると、日勤教育の指定ないし実施とＡの自殺との間に法律上 因果関係があるというため は、管理職あるいは会社において を命じ れを受けさせるこによってＡが精神状態を悪化させ、そ 結果自殺したという結果について予見可能性が必要であるところ、本件では予見可能性がなかったとしている。続いて、同事件控訴審判決
（大阪高判平一八・一一・二四労判九三一号五一頁）
にお
いても、会社業務の安全性の徹底を図 方策 して、日勤教育を実施 ことは相当であ としたうえで 本件日勤教育とＡの自殺との間 事実的因果関係を肯定しながらも、同様に予見可能性がなかったものと判断されて 。
ところで周知のように民法四一六条一項は、 「通常生ずべき損害の賠償」を規定し、続いて第二項は、 「特別の事情
によって生じた損害であっても、当事者がその事情を予見し 又は予見すること できた」 、 なわち予見可能性が認められる場合には、 「特別損害」を損害賠償の対象と る 規定している。そして、右の規定 不法行為にも類推適用されるものと一般に解されている。
いじめ自殺の場合とは異なり、長期間にわたる過重労働の蓄積により自殺に至った場合には、両者に相当因果
関係は肯定されやすいであろう。 とえば、この問題に関するリーディングケースである電通事件
（最二小判平
一二・三・二四労判七七九号一三頁）
においては、被害者の過重業務の実態に加えて、うつ病の発症等に関する医学的知
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見を考慮し、被害者の業務の遂行とうつ病罹患による自殺との間には相当因果関係があると判断されているように、そこでは、精神疾患を発症することにより、弁別能力を喪失し、自殺 至ることが医学的な因果関係として証明されているからであ
る
）（（
（
。したがって、過重労働といじめが複合的に存在する自殺の事案においても、相当因果関係が肯定
されやすい傾向が る
（公立八鹿病院組合事件（鳥取地判平二六・五・二六労判一〇九九号五頁） 、岡山県貨物運送事件（仙台
高判平二六・六・二七労判一一〇〇号二六頁） ）
。
これに対し、職場における日常的ないじめのみを理由とする自殺の場合には、被害者がただちに自殺に至る訳では
ないから、前掲日勤教育自殺事件のように、両者の間に相当因果関係が肯定されるためには、予見可能性が存在すことを要求する、もしくは要求してい と思われる裁判例が散見される
（①川崎市水道局事件一審判決（横浜地川崎支判
平一四・六・二七労判八三三号六一頁） 、②誠昇会北本共済会病院事件（さいたま地判平一六・九・二四労判八八三号三八頁） 、③海上自衛隊事件一審判決（長崎地佐世保支判平一七・六・一七労経速二〇一七号三二頁） 、④護衛艦（たちかぜ）事件一審判決（横浜地判平二三・一・二六労判一〇二三号五頁） 、⑤医療法人雄心会事件（札幌地判平二四・八
･
二九労判一〇八六号二二頁） 、⑥同
控訴審判決（札幌高判平 五・一 ・ 一労判一〇八六号二二頁） 、⑦⑤事件控訴審 決（東京高判平二六・四・二三労判一〇九六号一九頁） 。も同様と考えられる）
。
もっとも、予見可能性を要件とするこれらの裁判例において、相当因果関係が否定されたものは少なく、②④お
よび⑤の地裁判決のみであり、控訴審では、いずれも相当因果関係が肯定されている。たとえば、①では、いじめにより精神疾患が発症しているケースでは、相当因果関係が肯定される傾向となってい 。すなわち、精神疾患にした者が自殺することはままあ ことであり しかも心因反応の場合には 自殺念慮の出現する可能性が高いことを
九三二
も併せ考えると、被害者へのいじめを認識していた上司らにおいては、適正な措置を執らなければ、被害者が欠勤にとどまらず、精神疾患
（心因反応）
に罹患しており、場合によっては自殺のような重大な行動を起こす恐れがあるこ
とを予見できたというべきであると判断されている。また、⑦においては、上官らは、暴行等の調査をすれば、被害者の心身の状況を把握す ことができ、自殺の決意を回避することができたのであるから 被害者 自殺に予見可能性が認められると判断されている。以上のように、被害者が精神疾患に罹患し ない場合であっても、予見可能性の判断に当たっても、自殺回避義務違反 認定されれば、相当因果関係が肯定されることになろう。
以上の裁判例とは異なり、相当因果関係を肯定するために、予見可能性を必ずしも要求しないとする裁判例も
少なくない
（⑧川崎市水道局事件控訴審判決（東京高判平一五・三・二五労判八四九号八七頁） 、⑨国（護衛艦さわぎり）事件
（福岡高判平二〇・八・二五判時二〇三二号五二頁） 、⑩国（航空自衛隊浜松基地）事件（静岡地浜松支判平二三・七・一一判時二一二三号七〇頁） 、⑪メイコアドバンス事件（名古屋地判平二六・一・一五労判一〇九六号七六頁） 、⑫Ｘ産業事件（福井地判平二六・一一・二八労経速二二三七号三頁） ）
。
とりわけ、いじめ行為と被害者の心因反応 いし精神分裂症の発症・自殺との間に事実的因果関係が認められる以
上、不法行為と損害
（被害者の自殺）
との間に相当因果関係がある
（損害論の問題）
というべきであると判断された⑧
が注目される。さらに⑨では、上官が継続的に指導 称して誹謗し続けたことは違法であり、被害者のうつ病発症とその結果としての自殺について相当因果関係が認められるとしたうえで 「過失判断において、上官が回避する必要がある は、いじめ行為による心理的負荷の蓄積という危険な状態の発生そのものであるというべきであり、故意又は過失の判断の前提とな 予見の対象も、これに対応したものに る 考え れ 被害者のうつ病的症状ひい は被
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害者の自殺についての予見可能性、回避可能性を問うものではない」とされているのが注目されているところである。
このほか、上官の暴言・暴行を伴う違法な指導により、被害者が適応反応を発症して自殺に至った⑩では、当該違
法行為は、被 に対して心理的負荷を過度の生じさせる 質のものであって、被害者が適応反応に罹患し、発症したことは通常生じる事柄であるから、自殺は通常生じることであったとして
（通常損害）
、相当因果関係が認められて
い
る
）（（
（
（このほか、⑨も上司による暴行および退職勧奨が連続して行われたことから、急性ストレス反応を発症した事案であり、⑫
も上司による執拗な人格否定発言により精神障害を発症させた事案であるが、 「死んでしまえばいい」 、 「辞めればいい」等の上司による人格否定の発言が継続して行われたことは、精神障害を発症させるに足りるもので り、本件自殺とハラスメントの不法行為との間に相当因果関係が認められると判示している）
。
以上の事案とは異なり、本件日勤教育自殺事件は、三日間という、きわめて短期間の日勤教育中に自殺が発生して
いる点で、精神障害が発症しやすい長期間にわ る加重労働およびハラスメントの場合とは区別されるものである。
いじめ自殺を考察する視点として、職場という人間関係における特質を抜きに考察できないものと考える。被害労
働者は、日勤教育の指定を受けたことを契機と 、従前から聞き及んでいた日勤教育の辛さを想起して不安感に見舞われ、周囲に不安感をにじませるようになり、本件日勤教育の開始後は、文章を書くことに対する苦手意識があったところに 分量を書くよう との指示を受けた したことが加わって、苦悩を募らせていたこと、日勤教育の長期化に対する不安の増大などがあって、これらがＡ 対する持続的なストレスとなり これらによって思い詰めた結果のうつ状態が持続し 同月六日には、病院 診するかどうか迷っ いる間 、発作的に自殺に至っ 推認 れる
九三四
と裁判所は判断しているのであるから、被害者がうつ状態に陥っていた本件において、本当に予見可能性がなかったのか議論の余地があろう。
同判決は、自殺の原因は、それだけでなく、本件日勤教育の前に同僚らを通じて伝えられていた日勤教育の内容が、
日勤教育を受けたことのない当人の心情に不安感を呼び起こしたこと、自身がレポートの作成にあたって虚偽を記載したことによる心理的負担を負ったことなども、本件日勤教育そのものによる心理的負担と共 、その自殺に影響与えた
（因果関係を有する）
ものと認定している。しかし、同事件一審判決も認めている通り、日勤教育の内容や実施
方法については、監禁・軟禁とか、見せしめ的扱い、罵声を浴びるといった不相当な取扱いがみられたとか、後に個人の責任追及を重視する風潮を醸し出し、事故の背景を分析する取り組みを不十分なものとしたなどと批判される部分があり、日勤教育を経験した過半数の運転手が改善の必要性があ と答えて るなど、問題点があるこ は否定できないと指摘されているのであ 。ともかく、少しオーバーに伝えられていたとしても、受講する者 恐怖心を抱くような教育訓練というのは、きわめて異常なも と指摘 ざるを得 いで ろう。
ところで、相当因果関係における予見可能性は、加害者本人だけでなく、客観的・社会的な判断によるものと考え
られるがここでは、本件日勤教育の実態およびそれが被害者に与えた身体的・精神的影響が問題とされなけらばならない。すなわち、被害者は、本来の運転業務を外され、終了日が定められていな 日勤教育を受講 、運転手としての将来に希望を失い 生き続けることが辛くなり、自殺を決意するに至ったとも評価す ことが可能であろう。
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五
　
おわりに
教育訓練に関する裁判例のスタートは、そもそも悲劇的なものであった。それは、激しい労使関係の対立を背景と
して、研修が実施されたり、ややもすると人権侵害的な要素を含む研修が行われたため、研修・教育訓練に参加する義務があるかというネガティブな問題として、裁判上表れてしまったのである。しかし、前述したように、労働者・企業双方にとって不可欠な意義を有している教育訓練は、本来ポジティブなものとして評価されるものであるはずである。
このため、労働者の職業的能力を開発するものである研修・教育訓練を、積極的な権利として構成していく必要が
ある。この点で、使用者は労働者に対し、研修・教育訓練実施義務を負うか否か、あるいは労働者は、使用者に対し、研修・教育訓練請求権を有するか否かが問題となる。もっとも、このような権利義務を定める法令が存在しないことや、労働契約上の一般的義務が存在しないことから、これを否定する見
解
）（（
（
が有力である。これに対し、均等法が教育
訓練における男女差別を禁止したこと 、直接的には差別禁止 目的とするものであるが、教育訓練において差別されないという権利構成から、労働者が自己の 能力を促進向上させる方向に転換し、教育訓練を受けること 、従来の「業務命令」から教育訓練 受けるという請求権に転換されたという注目 べき見解が
る
）（（
（
。この見解は、研修
教育訓練を労働者の積極的な権利へと架橋するものと て評価できるものであ が、教育訓練において差別されない権利
（均等法六条）
から、ストレートに研修・教育訓練の請求権を肯定することは困難であろう。
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この点に関しては、前掲職業能力開発促進法が定める趣旨、同法八条が定める事業主の配慮義務を労働契約上のひ
とつの付随義務として取り込み、さらに労契法三条四項等を根拠として労働者の研修・教育訓練請求権を肯定する可能性が検討されるべきである。たとえば、事業主は育児介護休業中の労働者に対し、労働者の職務能力開発および向上等に関して必要な措置を講ず 義務を課している育介法二二条を媒介として、 に休業期間中の教育訓練請求権を肯定することができよう。
以上のように、次第に受け入れられつつある労働者のキャリ
ア
）（（
（
権形成との主張とも関連するが、今後は、教育訓練
義務から教育訓練請求権へ 構成が、何よりも求められていよう
）（（
（
。
（
（）「労働者に対する性別を理由とする差別の禁止等に関する規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するための指針」（平成一八年一〇月一一日、厚生労働省告示第六一四号）第二
　
六（一） 。
（
（）先駆的業績としては、慶谷淑夫「従業員教育・研修に関する法律問題」労判一九八号（一九七四年）四頁以下、安西愈「教育訓練」季 別冊九号（一九八九年）一三六頁以下、渡辺裕「企業内専門学校・訓練校における学生の法的地位」季労一五九号（一九九一年）二六頁以下、林和彦「入社前・後研修の法的問題」季労一五九号（一九九一年）三五頁以下、両角道代「職業能力開発と労働法」講座二一世紀の労働法第二巻（二〇〇〇年）一五四頁以下等をあげることができる。
（
（）青少年の雇用機会の確保等に関して事業主が適切に対処 ため 指針（平成一九年八月三日
　
厚生労働省告示第二七五
号） 。
（
（）外国人労働者の 管理 改善 」 （平成一九年八月三日
　
厚生労働省告示第
二七五号） 。
（
（）派遣先が講ずべき措置に関する指針 平成一一年一一月 七日
　
労働省告示第一三八号） 。
（
（）派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針（平成 一年 月一七日
　
労働省告示第一三七号） 。
九三七
研修・教育訓練をめぐる法理（山田）
（
（）木村五郎「採用内定・試用期間」労働法の争点（一九七九年）一八七頁。
（
（）この場合の個別同意は、採用内定時に成立した労働契約とは別個の無名契約であるとする（林・前掲論文四四頁） 。
（
（）林・前掲論文四六頁。
（
（0）安西・前掲論文一 、林・前掲論文四一頁以下。また、ＯＪＴとＯＦＦＪＴを実施す 法的根拠として、ともに労務指揮権に求めるものとして、土田道夫『労務指揮権の現代的課題』 （信山社、一九九九年）五五八─九頁。
（
（（）安西・前掲論文一四六頁。林・前掲論文四一─四三頁。なお、思想信条教育も、就業規則や労働協約に規定があれば許されるとも理解できる見解（両角・前掲論文一六二頁）があるが支持し難い。
（
（（）同事件は、組合が反対する反共政治研修に参加した組合員に対する除名処分が無効 された労労紛争という珍しい事案として注目される。このほか、君が代斉唱等をしなかったことを理由とする懲戒処分を受けた教職員を対象とする服務事故再発防止研修命令の効力停止申立が棄却された東京都教職員事件（東京地決平一六・七・二三判時一八七一号一四二頁）では、自己の思想・信条に反すると表明す 者に対 何度も繰り返し同一内容の研修を受講させ、自己の非を認めさせようとするなど、公務員個人の内心の自由に踏み込み、著しい精神的苦痛を与える程度に至れば、違法違憲となる可能性が示唆されてい 。
（
（（）自衛隊への体験入隊が雇用条件となっている場合には、使用者は業務命令として研修を命じ得るとの見解（慶谷・前掲論文五頁）があ が、そもそもものような研修が雇用条件となり得るか否 が検討され 必要があろう。
（
（（）同事件の判例評釈として、藤内和公「ＪＲ西日本（可部鉄道部・日勤教育）事件評釈」民商法雑誌一三七巻三号（二〇〇八年）三五四頁以下、浅野豪彦「日勤教育 労働者の人格権の侵害」労旬一六八 号（二〇〇八年）三六頁以下 これに対し、国・中労委（ＪＲ東日本豊田電車区）事件、東京地判平一八・一〇・二三労判九二四号一八六頁判例リスト）では、組合活動を嫌悪して日勤教育を命じたと た中労委命令（平一七・一〇・一九）が取消されている。
（
（（）同判決については、中島光孝「ＪＲ西日本『日勤教育』裁判の経緯及び背景とその問題点」労旬一七六四号（二〇一二年）六頁以下参照。また日勤教育をめぐ 裁判例の分析として 原俊之「ＪＲにおける『日勤教育』の違法性」労旬一七六四号（二〇一二年）一二頁以下が有益である。
（
（（）山田省三 「ＪＲ西日本日勤教育における労働者の人格権─鑑定意見書」 労旬一七六四号 （二〇一二年） 二八頁以下においては
九三八
教育訓練における労働者人格権保護違反という債務不履行的構成から、日勤教育の限界が指摘されている。
（
（（）このほか、手歯止め粉砕事故を起こした電車運転手に対する、事故後の再教育・審査不合格を理由とする、清掃業務従事をもたらす出向命令が合理的とされたＪＲ東海中津川運輸区事件（名古屋地判平一六・一二・一五労判八八八号七六頁）がある。
（
（（）電通事件最高裁判決は、事実的因果関係論を採用したものであり、本件における自殺を通常損害と理解し、一般的予見可能性で足りるとしたとする見解（佐久間大輔『労災・過労死の裁判』 （日本評論社、二〇 〇年） 一二頁）がある。
（
（（）職場におけるいじめ自殺をめぐる判例研究として、石井保雄「従業員の自殺と使用者の民事責任」労働判例八四七号五頁、同「職場いじめによる自殺と市の損害賠償責任」労働判例解説集一巻（二〇〇九年）三四五頁。勝俣啓文「いじめによる職員の自殺と管理者たる市の責任」労旬一五五一号五四頁、中西哲「職場における『いじめ』と被害公務員の自殺」ジュリスト平成一四重判解説二一六頁、根本孔衛「川崎市水道局いじめ自殺事件」季労 五号一八七頁等参照。
（
（0）両角・前掲論文一六三頁。
（
（（）安西・前掲論文一四六─八
（
（（）キャリア権とは、 「働く人びとが自分なりに職業生活を準備し、開始し、展開することを基礎づけ 権利」と定義されている（諏訪康雄「キャリア権の構想を ぐ 一考察 日労研雑誌四二三号（一九九五年）四頁） 。
（
（（）本稿では、研修 留学費用の返還問題も取り上げようと考えていたが、紙幅の関係もあり、他日 期したいと思う。
（本学法科大学院教授）
